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では,マ ニフェス トで 「400億円」 とされてい
た 「障害者福祉見直し予算」が 「110億円」で















に分けられ,① は 「居宅生活支援(在 宅ケア)」
と 「施設訓練等支援(施 設ケア)」に分けられ
ていた.こ こに含まれる施設 ・事業数は,障 害
種別 ・程度別等によって細分化されて60～70
種に及ぶが,① と②では行政負担金額やサービ



























































































の自立訓練 ・就労移行支援 ・就労継続支援」 「③
の地域活動支援」に区分されている点について,








非該当 区分1 匡分2 区分3 匡分4 匡分5 区分ε
療 費 介 瞳 o o
生 活 介 霞 50歳颯上o o o o o






共 同生活介腹(ケ:Fホー ム) o o o o o
短 期 入 所 o o o o o o
ホーム ヘル プ o o o o o o
行動援謹 く注1) o o o o
訪灘 灘) o o o
講 畿) o
































1.超総合型(入 所 ・通所 ・ホーム ・訪問 ・
相談 ・その他)/2,総 合型(入 所 ・通

















2-2.経 営主体 と施設 の概要
経 営類 型 は,超 総 合 型6%,総 合 型33%,
準総 合型15%,地 域生活型10%,地 域居住型
19%,入所居住型9%で あ り,主 体種類は,民
間84%,公 共16%,施 設種類は,更 生87%,
授産13%で ある,開 設時期は,古 期33%,中
期28%,新 期39%,定 員 規 模 は,小 規 模
21%,中 規模51%,大 規模28%で ある.地 域
生活型 には小規模 ・新期の割合,地 域居住型 に
は大規模 ・古期の割合,入 所居住型 には大規模 ・
新 期の割合が相対的 に高 くなって いる.
図2-1に よ り,障 害程度区分 「重度」 の割
合 は総合的経営 の事業所 ほど高い傾向がみ られ
図2-1.経 営類型別障害程度区分
維計_.__胃,中 、　 　 　 　 　
超総合型 羅.滅脳・隔幕鷺 冨腔蝋騨徽驚灘一 陣繊一巴一■竃関■■■団■■闇置一 ■■■隔こ回■國■■■■一一鞄合型 ・黛鯉鰯 器瀞臨、.y撚 鵜嗣・・脚爆職 講闘燭
準維合型 惣羅 黙 唄聚 羅鯉繍 器繋 癒 愚
地埴生活型 腎 〒〒罵潤 ■■鰐 鴨蝋 瀟 訂篇露薦覇 冨　 ヨコ　ロ












































































「検討中」の事業所の 「移行 しない理由」 と








































ともに 「移行済み」〉 「準備中〉 「検討中」の
順に大きな差がみられる.今後の予定について
も,「検討中ユの整備予定はやや低くなっている,






















行実態別には 「移行済み」〉 「準備中」〉 「検
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2.収 入 ・支出 ・収益 の変化
3,職 員数(正 職 ・臨時 ・パー ト)の 変化
4.移 行 に伴 う環境整備(本 小論で は略)
・入所施設の改修 ・個室化 ・ユニ ッ ト化
・日中活動の場の整備
・移行 に伴 うGH・CHの 開設





a.収 入 ・支出 ・収益 の変化の類型化
1,全 増:収 入 ・支出 ・収益 ともに 「増加」
2.収 ・益増:収 入 ・収益が 「増加」
3.収 増:収 入のみ 「増加」
4,変 化な し
5,収 ・益減:収 入 ・収益が 「減少」
6.全 減:収 入 ・支出 ・収益 ともに 「減少」
b.職 員数の変化 の類型化
1,全 増:正 職 を含む2職 以上が 「増加」
2.正 増:正 職 のみ 「増加」
3.臨 増:臨 時職 員のみ 「増加」




表2-1に よ り,施 設入所支援 に移行 した利
用者の割合は,「全数」44%,「90%～」29%,
「70～90%未満」22%,「70%未満」5%で あ り,
「入所支援 のみ(利 用者 の地域移行 がみ られ な
い)」が約40%を 占めて いる点は第一次調査 と
同様 で ある.障 害程 度 区分 別 にみ る と,90%
以上の累積割合は,重 度91%〉 中度74%〉 軽
度57%の1頃とな っている,
b.GHへ の移行
表2-2に よ り,G]ヨへ の移行 者 の割合 は,
「0%」58%,「5%未満」14%,「5～10%未満」
10%,「10～20%未満」13%,「20%以上」6%
で あ り,利 用者の10%以 上がG且 に移行 した
ケースが約2割 となっている.障 害程度 区分別
にみ ると,GHへ の移行者 の割合は軽度で とく
に高 く,中 度 と重度の差はみ られない.
c.退 所
表2-3に よ り,退 所 した利用者の割 合は,
「0%」75%,「2%未満」7%,「2～4%未 満」
12%,「4%以 上」6%で あ り,約1/4の 施設
で 退所 ケースがみ られ る,障 害程度 区分別 にみ
る と,「0%ユ の割合 は重度〉 中度〉軽度 の順
で あ り,軽 度では 「4%以 上」 が10%,2%
以 上の累積が24%を 占めて いる,
d,施 設 入所 支援 への新たな受 け入れ
表2-4に より,施 設入所 に新たに受 け入れ
た人数は,「0人」61%,「1人」8%,「2人」8%,
「3人」7% ,「4人」3%,「5～9人 」8%,「10
人以 上」3%で あ り,約4割 の施設で新たな受
表2-1施 設入所支援に移行した利用者
7師髄未詞 卍9妹済卵100補100兜給計
重度 ⑪o覧 9幅 45脳 455瑞1000鴨
中度 29距 2壽5軸2岳臨 471帖 1000瓢
臼5恥 呂33留沿7瑞 405帖1000髄驚 54覧 223%2日臨 43錫1000覧
表2-2・器CHに 移行した利用者
o 紺1味満 摺2味満 z脇以上 総計
重慶 57、跡 152%蛆2覧 6.幌 6i麗 1000暗
中 60幅 152監 12幌 12幅 oo雅 1000弘
騒 57笛 100時 与o躯 20眺 75幅 1000瑞給 57 帖 1a苺監 101%12.日鮎 昏5瑞1000珊
表2-3退 所 した利用`
o覧 魂 味 満 内4味満 40以上 総計
重腱 9呂9瑞 ao瑞OO覧 50瑞1000%
申 755瑞 oo監17砧 59帖 1000帖軽讐 595胎恰7瓢14且 雅 95帖 1000鳴
総 750舳 71鮨116砧 ε3瑞1000鶉
表2-4.新たに施設入所支援に受け入れた利用者
o 1 2 a 45～9 10以上 総計
量度 700弘 50瑞 200盟 5iO監 oo帖 oo監 oo覧 1000瑞
中度 日E7瑞la錫 57覧 67瑞 57覧 oo留 oo鶉 1000聾
軽度 45.8帖 B.鵠 o.o瑞 8.甜 4、2瓢 20.雅 12.臨 100.O髄
総計 EOT%92瑞 臼2覧 6磯 33鮪1麗 鮨 49覧1000艦
表2-5.新 た にG巴CHに受け入れた利用者
o 1 2 5四9 10以上 総計
重度 750帖 5.⑪雅 100覧 50鮎 50粘 oo艶 1000%
中度 Boo覧 a7瓢 67帖 oo胎 ε丁瑞 oo恥100眺
軽 巳B脳 42% 42結 00瓢 oo軸 日器 1000%欝 7日7鮎 49監 ε6瑞 3甜 33% 臼錫 一1000弘
表2-6.収 益パター ン
a全増 b珊荘増 o収増 d裏化なL6収・益藏 栓城 総計
重度 丁ε.7% 恰.翫 100% oo瑞 00瑞 oo帖1000帖
中度 291軸 且19鮎 1細% 125髄 5書% 125瑞 1000%



























































時化(正 規職員を減 らし,臨時職員やパー ト職
員を増加させた)」68%,「職員減少(職 員総






















ス領域(収 入 ・収益が 「全増」「収 ・益増」「収
増」のいずれかで職員数が 「全増」 「正増」の
いずれかの組み合わせ)】【マイナス領域(収入・
収益が 「変化なし」 「収 ・益減」 「全減」のいず
れかで職員数が 「臨増」 「全減」のいずれかの
組み合わせ)】に注目することとする.
表2-12に よ り,全 体 で はプ ラス領域
284%対マイナス領域13.O%であるが,重度(表
2-13)では50.0%対α0%である(マ イナ
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表2-16.移行時点で考慮した内容(1位 選択項 目〉
1増収拡大 2減収回避 3利用対応 4在宅対応 5制限対応 6雇用維持 7特色活用 呂地峨移行 9職住分離 佃就労支援 11その他 総計
重度 143器 11覇 343% 29艶 8脳 66監 5ア鮪 00腸 2、9髄 oo男 114艶 1000鮎
中度 14.7% 294% 205鮎 oo% 17日鮎 29% 5.9% 29鮎 o.o% OO% 59胎 1000監一軽
24鮎 244毘 317髄 24飴 122男 24瑞 7,3髄 49脇 24鮎 24鮎 73鮎 ゴooo監
総計 97% 212鮎 310髄 で8鮎 124鮎 44男 62艶 27男 18% 09% B、0監 1000瑞
表2-17.移行時点で考慮 した内容(1～5位 選択項 目〉
1増収拡大 2誠収回避 3利用対応 4在宅対応 5制限対応 6雇用維持 7特色活用 8地域移行 9職住分離 10就労支援 11その他 総計
重度 6日6% 429砧 6日6男 257髄 400粘 371男 714鮎 37幅 2日,6髄 57髄 200監 465ア兜
中度 294毘 6畑% 824% 206帖 500鮎 500瑞 雌ア6% 529髄 26.5砧 147究 巳臼% 4647瑞
軽度 220% 船.4% 902% 31.7% 43.9覧 43.9% 引2帖 56,隅 皇44瓢 39、O鮎 9B髄 475.6髄
総計 3呂て% 56脳 876鮎 265% 451% 442監 61幌 504% 皇5,7帖 22臨 124男 4699髄






























































































































くが 「収入不安」 「区分不安」に加えて 「職員
不安」「専門不安」など多様な不安を抱えてい
るのが実情である,このような不安の解消なく
して,さ らなる移行の推進は困難 と言わざるを
得ない,
(6)一方,約1/4の 事業所に 「入所施設退
所」がみられる反面,約4割 の事業所で 「新た
一14一
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な入所受け入れ」があり,約2割 の事業で 「G
Hへの新たな受け入れ」があることなどか らみ
て,「地域のニーズ」の総合的な見直 しと対応
の必要性が認められる,
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